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地震調査研究を一元的に推進しています。�

平成22年3月15日発行（毎月1回発行）第2巻第11号�

福井平野東縁断層帯の長期評価の�
一部改訂に関する地元説明会の開催�

地元説明会の様子�

検索�地震調査�

　地震調査研究推進本部地震調査委員会

では、福井平野東縁断層帯の評価を平成

１６年１２月８日に公表していましたが、そ

の後、平成１９年度に産業技術総合研究所

によって行われた調査などにより活動履

歴などに関する新たな知見が得られたこ

とから、これを基に評価の見直しを行い、

一部改訂版として１２月１８日に公表しまし

た（評価の詳細については本誌４～５ペ

ージ参照）。これを受け、１２月２５日に福

井県庁で地元説明会を開催し、発生する

地震の規模、確率、地震が発生した場合

強い揺れに見舞われる地域など、評価の

概要について説明を行いました。�

　今回の地元説明会には、国の地方行政

機関、断層帯周辺の地方公共団体の防災

関係者等を中心に、６０名程度の参加があ

りました。当日は、文部科学省、気象庁、

国土地理院の担当者より、断層帯主部の

最新活動を特定した根拠など評価の内容

や断層帯周辺での地震活動および地殻変

動に関する詳細な説明が行われました。

今回の評価改訂では、断層帯主部におい

て最新活動を含む過去の活動が明らかに

なったことから、今後３０年間の地震発生

確率がほぼ０％－０．０７％とされましたが、

福井平野などでは揺れやすい表層地盤が

広く分布しているため、震源が予め特定

できない地震や南海トラフで発生する地

震で強い揺れに見舞われる可能性もある

ことから、引き続き適切な地震防災対策

を実施することの必要性が説明されました。�

　マグニチュードは英語では、

ふつうに「大きさ」の意味で使

われる言葉で、特に地震に関連

しているわけではありません。

マントルも同様に「マント（外

套）」です。なぜか日本では片

仮名で書き、特別の意味を持っ

ています。マグニチュードは地

震の規模と訳されるために、誤

解される面があります。「地震

そのものの大きさ」と言い換え

ても、わかりにくいだけでしょう。

誤解のもとは、地震という言葉

が二つの意味、揺れと、震源（あ

るいは地震の波が発生する仕組

み）とを含んでいるためです。

揺れの大きさは震度で表され、

多くの人が震度を理解しています。

そこで、震源の大きさがマグニ

チュードである説明とすれば、

すっきりすることでしょう。も

ともとマグニチュードの概念は、

深発地震の発見などで有名な和

達清夫が考えだしました。そし

てアメリカの地震学者リヒター

によって実用化されました。米

国ではマグニチュードより「リ

ヒターさんの物差しで測って幾

つ」という言い方の方が多く使

われます。�

　マントルとは地球の地殻（ク

ラスト＝パン皮）の下にある層

です。一方、衣装や生物学では、

同じ言葉が外套あるいは外套膜

と訳されます。また、地球の中

心部コアは、核と訳されていて、

原子力関係の言葉のようです。

そこで訳語を変え、オリーブと

橄欖との混同を正して、かんら

ん石をオリーブ石と訳せば、地

球の構造の説明は次のようにな

るでしょう。「芯は、主に鉄と

ニッケルからなり、内芯は固体、

外芯は液体である。これを包む

外套部は下部と上部とに分かれ、

上部の主要構成鉱物であるオリ

ーブ石は下部では高圧によって

より緻密な鉱物となる。外套部

を覆うのが外皮で、外套部より

密度が低い。」このような訳語

をここで主張するつもりはあり

ませんが、今使われている学術

用語は不思議なものだと思います。

片仮名表記と言えば、最近はク

ラストコアと呼ばれる音楽のジ

ャンルがあり、ややこしいですね。�

島崎　邦彦（しまざき・くにひこ）氏�
地震調査研究推進本部地震調査委員
会委員（長期評価部会長、活断層評
価手法等検討分科会主査、地震活動
の予測的な評価手法検討小委員会主
査）。財団法人震災予防協会研究員、
国立大学法人東京大学名誉教授。専
門は地震学で、津波堆積物の調査、
活断層の評価手法や、地震活動予測
の研究の傍ら地震学の普及に努めている。�
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座長リレー�
第17回�

マグニチュードとマントル�
地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会長　島崎 邦彦�
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海底地殻変動観測における海底基準局の設
置作業（上）と観測中の様子（下）�
（海上保安庁 提供）�
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福井平野東縁断層帯の長期評価の一部改訂�
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TOPICS

GPS／音響測距結合方式による海底地殻変動観測の最新結果�

2005年宮城県沖の地震後の海底の動きと�
2009年駿河湾の地震後の臨時観測結果�
海上保安庁海洋情報部技術・国際課海洋研究室　佐藤 まりこ�
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地震本部の成果発信の可能性�

建築耐震設計における成果の活用�

安全性の検証に予測地図の�
基礎データや技術資料を有効利用�
名古屋大学大学院環境学研究科　福和 伸夫�
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月例地震活動評価�
ホームページ［http://www.jishin.go.jp/］をご覧下さい。�検索�地震調査�
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2010年 �
1月の地震活動の評価�

�
主な地震活動�

　特に目立った活動はなかった。�

�

�
各地方別の地震活動 �

北海道地方�
●１月１５日に十勝支庁南部の深さ約５０kmでマグニチュード（M）

５.０の地震が発生した。この地震の発震機構は北西－南東方

向に圧力軸を持つ逆断層型で、太平洋プレートと陸のプレー

トの境界で発生した地震である。�

●１月１６日に北海道東方沖でM５.１の地震が発生した。この地

震の発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型

であった。�

�

東北地方�
●１月２４日に青森県東方沖の深さ約１５kmでM４.５の地震が発

生した。�

●１月３０日に宮城県北部の深さ約１５kmでM４.０の地震が発生

した。この地震の発震機構は、東西方向に圧力軸を持つ逆断

層型で、地殻内で発生した地震である。�

●１月３０日に宮城県南部の深さ約１０kmでM４.１の地震が発生

した。この地震の発震機構は、西北西－東南東方向に圧力軸

を持つ逆断層型で、地殻内で発生した地震である。�

�

関東・中部地方�
●１月２１日に静岡県伊豆地方〔伊豆半島東方沖〕でM４.４の地

震が発生した。この地震の発震機構は北北西－南南東方向に

圧力軸を持つ型であった。�

●東海地方のGPS観測結果等には特段の変化は見られない。�

�

近畿・中国・四国地方�
　目立った活動はなかった。�

�

九州・沖縄地方�
●１月７日に奄美大島近海でM４.８の地震が発生した。�

●１月２５日に大隅半島東方沖の深さ約５０kmでM５.４の地震が

発生した。この地震の発震機構はフィリピン海プレートの沈

み込む方向に張力軸を持つ型で、フィリピン海プレート内部

で発生した地震と考えられる。�

●１月１５日に沖縄本島北西沖の深さ約１２０kmでM５.６の地震が

発生した。この地震はフィリピン海プレート内部で発生した

地震である。この地震の発震機構は北北西－南南東方向に圧

力軸を持つ型であった。�

注：〔　〕内は気象庁が情報発表で用いた震央地域名である。�

�

ａ）１月２４日に青森県東方沖でM４.５の地震（最大震度４）が発生した。�

ｂ）１月３０日に宮城県北部でM４.０の地震（最大震度４）が発生した。�

ｃ）１月３０日に宮城県南部でM４.１の地震（最大震度４）が発生した。�

ａ）１月１５日に十勝支庁南部でM５.０の地震（最大震度３）が発生した。�

ｂ）１月１６日に北海道東方沖でM５.１の地震（最大震度４）が発生した。�

ａ）１月７日に奄美大島近海でM４.８の地震（最大震度４）が発生した。�

ｂ）１月２５日に大隅半島東方沖でM５.４の地震（最大震度４）が発生した。�

目立った活動はなかった。� ａ）１月１５日に沖縄本島北西沖でM５.６の地震（最大震度３）が発生し

た。�

ａ）１月２１日に静岡県伊豆地方でM４.４の地震（最大震度４）が発生した。�

�

気象庁はこの地震に対して〔伊豆半島東方沖〕で情報発表した。�

各図の縮尺は異なる。そのため、凡例のMによるマークの大きさは目安で、図中のM
のマークの大きさと同じではない。�

  30km 未満�
  30km 以上    80km 未満�
  80km 以上  150km 未満�
150km 以上  300km 未満�
300km 以上  700km 未満�
�
�

深さによる震源のマーク�
M7.0以上�

M6.0から6.9まで�
M5.0から5.9まで�
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M3.0未満とMが決まらなかった地震�

M によるマークの大きさ�
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定例会（平成22年2月8日）�
地震調査委員会�第206回�
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2

各地方別の地震活動図は気象庁・文部科学省提出資料を基に作成。また
各地方の図に記載されたN＝は図中の地震の総数を表す。�

注：�この図の詳細は地震調査研究推進本部ホームページの毎月の地震活動に関する評価に掲
載。地形データは日本海洋データセンターのJ-EGG500、米国地質調査所のGTOPO30、
及び米国国立地球物理データセンターのETOPO2v2を使用。�

2 地震本部ニュース　２０１０.３月号� ２０１０.３月号　地震本部ニュース� 3
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地震調査委員会�

活断層の長期評価�

福井平野東縁断層帯主部の地震による予測震度分布図　地震調査研究推進本部 事務局�参考�

　この度公表した本断層帯の長期評価の一部改訂では将来発生

する地震の規模や可能性について述べています。この評価への

理解を深めると共に、地震に対するイメージを持って頂くこと

を目的に、想定されている地震が発生した場合、どの程度の揺

れに見舞われる可能性があるのかについて、計算を行いました。

長期評価結果と併せて、防災対策の一助として頂ければ幸いで

す。�

　なお、個別地域の被害想定や防災対策の検討を行う場合は、

より詳細な地震動評価を別途行う必要があります。�

［解　説］�

　右の図は福井平野東縁断層帯主部でマグニチュード（M）７．６

の地震が発生した場合に予測される震度分布を示してい

ます。活断層モデルは、本断層帯の長期評価に基づいて

地表の断層を直線でモデル化したもので、震源断層モデ

ルは、活断層モデルを地表トレースとする断層面上に設

定した地震発生域を示します。�

　福井平野東縁断層帯主部が活動した場合は、福井県福

井市や坂井市、あわら市、石川県加賀市の一部に震度７（濃

赤色）の大変強い揺れが予測されています。福井平野を

中心とした福井県越前市から石川県小松市にかけての平

野部や、福井県大野市の一部では、震度６強（薄赤色）

の強い揺れになるほか、福井平野周辺の山地や石川県金

沢市の沿岸部の一部で、震度６弱（橙色）の揺れに見舞

われます。震度５強（黄色）の揺れは、福井県北部から

石川県南西部にかけての範囲のほか、福井県敦賀市や琵

琶湖北岸の一部にまで及び、さらに、平野や盆地は揺れ

やすいため、震度５弱（黄緑色）の揺れが、遠く濃尾平野・

琵琶湖北岸・富山県の平野部の一部に及んでいます。�

　なお、実際の揺れは、予測されたものよりも１～２ランク程

度大きくなる場合もあります。特に、活断層の近傍などでは、

例えば震度６弱と予測されている場所においても震度６強以上

の揺れになることがあります。また、例えば震度７と予測され

ている大変強い揺れの地域では、所によって地盤が強い揺れを

伝えにくくなったり、液状化をおこしたりすることで、震度７

にはならない可能性もあります。震度７の予測は他の震度とは

推定精度が違うことに留意する必要があります。震度６弱～震

度７の揺れの状況や、その揺れによる建物や地盤などの状況・

液状化の被害などについては、平成２１年３月に改訂された「気

象庁震度階級関連解説表」を参考にしてください。�

福井平野東縁断層帯の長期評価の一部  改訂�
ホームページ［http://www.jishin.go.jp/］をご覧下さい。�検索�地震調査�

　地震調査研究推進本部地震調査委員

会は、「福井平野東縁断層帯の長期評

価の一部改訂」をとりまとめ、平成２１

年１２月１８日に公表しました。ここで

はその概要を紹介します。�

　なお、福井平野東縁断層帯の評価は

平成１６年１２月８日に公表されていま

すが、その後、最近の調査結果により、

活動履歴などに関する新たな知見が得

られたことから、これを基に評価の見

直しを行い、一部改訂版としてとりま

とめました。�

�
�位置及び形態�
　福井平野東縁断層帯は、福井平野東

縁断層帯主部と福井平野東縁断層帯西

部からなります。�

　福井平野東縁断層帯主部は、石川県

加賀市沖合の海域から、福井県あわら

市、坂井市（旧坂井郡丸岡町）及び吉

田郡永平寺町（旧松岡町）を経て、福

井市（旧足
あ

羽
すわ

郡美山町）まで、概ね南

北に延びる断層帯です。長さは約４５

kmで、左横ずれかつ東側隆起の逆断

層です。�

　福井平野東縁断層帯西部は、１９４８

年（昭和２３年）福井地震の震源断層

の主断層で、福井県坂井市（旧坂井郡

三国町）沖合の海域から、あわら市、

坂井市（旧坂井郡坂井町、丸岡町）を

経て福井市まで、概ね北北西－南南東

に延びる断層です。長さは約３３kmで、

左横ずれが卓越し、中部から北部では

東側隆起成分、南部では西側隆起成分

を伴います。�

�

�過去の活動�

　福井平野東縁断層帯の過去の活動は

次のようであった可能性があります。�

（１）福井平野東縁断層帯主部�

●最新の活動�

約３千４百年前以後、約２千９百年

前以前�

●平均活動間隔�

約６千３百－１万年�

●１回のずれの量�

３－４ｍ程度（左横ずれ成分および

上下成分の総和）　�

１ｍ程度（上下成分）�

（２）福井平野東縁断層帯西部�

●最新の活動�

１９４８年（昭和２３年）福井地震�

●平均活動間隔�

不明�

●１回のずれの量�

最大２ｍ程度（左横ずれ成分）�

最大０．９ｍ程度（東側隆起成分）�

�

�将来の活動�

（１）福井平野東縁断層帯主部�

　福井平野東縁断層帯主部では、全体

が１つの活動区間として活動する場合、

マグニチュード（M）７．６程度の地震

が発生する可能性があります。また、

その際のずれの量は左横ずれ成分およ

び東側隆起の上下成分

の総和で３－４ｍ程度

となる可能性があります。�

　福井平野東縁断層帯

主部の最新活動後の経

過率及び将来このよう

な地震が発生する長期

確率は表に示すとおり

です。�

（２）福井平野東縁断層

帯西部�

　福井平野東縁断層帯西部では、全体

が１つの活動区間として活動する場合、

M７．１程度の地震が発生すると推定さ

れます。また、その際の左横ずれの量

は２ｍ程度と推定されます。本断層帯

では、平均活動間隔が不明であるため、

将来このような地震が発生する長期確

率を求めることはできません。ただし、

本断層帯の最新活動が１９４８年の福井

地震であったことを考慮すると、我が

国の主な活断層の平均的な活動間隔と

比べて非常に短い時間しか経過してい

ないことから、本断層帯でごく近い将

来に今回評価したような地震が発生す

る可能性は低いと考えられます。�

今後30年以内に地震が発生する可能性：  ほぼ０％－０．０７％�

福井平野東縁断層帯主部�

point

強い揺れになる地域の広がりの目安を示
したものです。実際は予測よりも大きな揺
れになる場合があります。�
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図　福井平野東縁断層帯の位置図�

表　将来の地震発生確率�

地震後経過率�

今後30年以内の発生確率�

今後50年以内の発生確率�

今後100年以内の発生確率�

今後300年以内の発生確率�

集積確率�

　　０．３ － ０．５�

ほぼ ０％ － ０．０７％�

ほぼ ０％ － ０．１％�

ほぼ ０％ － ０．３％�

ほぼ ０％ － １％�

ほぼ ０％ － ０．６％�

項　　　目� 福井平野東縁断層帯主部�

（評価時点は2009年1月1日）�

　は断層帯の北端と南端�
　は1948年福井地震の地表地震断層�
（基図は国土地理院発行数値地図�
２０００００「金沢」「岐阜」を使用）�

予測震度用の�
活断層モデル�
震源断層モデル�
鉄　道�
県　境�

震度�

7�

6 強�

6 弱�

5 強�

5 弱�

4�

3 以下�

福井平野東縁断層帯�

岐阜�

名古屋�

福井�

金沢�
富山�

長野�

大津�
京都�

（注：震源断層モデルは、活
断層モデルの直下、紙面に対
して垂直に設定しています。）�
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小中学校�
S56以前耐震化率�
H20年度末�

高層建物・免震建物密度�
（戸/100km2）�

県内総生産�
（億円/100km2）�

地震保険世帯加入率�
 H20年度末�

建築構造士密度�
（人/100km2）�

地震動予測地図（地震本部）�長周期マップ（内閣府）�震度増分（地震本部）�

住宅密度�
（戸/km2）�

人口密度�
（人/km2）�

建築設計における�
耐震設計と地震動の�
位置づけ��

　建築を志す学生が最初に学ぶ言葉の

一つに「強・用・美」があります。こ

の元は二千年前にローマ時代の建築家

ウィトルウィルスが著した建築十書に

ある「強がなければ用は果たせない。

強と用がなければ美は形だけのもの、

そして、美がなければ建築とはいえな

い」という一文です。�

　この文章から分かるように、建築物

の最も大事な役割は、その利用者と財

産を守ることです。このための設計が

構造設計です。構造設計では、自重・

積載荷重・積雪荷重・風荷重など、建

築物に作用する様々な荷重に対して検

討をしますが、我が国では、横力につ

いては地震荷重が支配的になるため、

耐震設計が重要な位置を占めています。�

　日本国内の建築物は、建築基準法を

順守する必要があり、その第一条には、

「この法律は、建築物の敷地、構造、

設備及び用途に関する最低の基準を定

めて、国民の生命、健康及び財産の保

護を図り、もつて公共の福祉の増進に

資することを目的とする。」と記され

ています。国民の生命、健康及び財産

の保護を図ることは目的としつつも、

構造に関する最低の基準を定めている

にすぎません。決して絶対に安全な建

物を求めているわけではありません。�

　耐震安全性の検証には複数の方法が

用いられています。高さ６０mを下回

る建築物では、通常、許容応力度等計

算や限界耐力計算と呼ぶ検証法が用い

られています。両方法ともに、法令に

規定された地震荷重を静的に建築物に

作用させて建築物の安全性を検証し、

自治体や民間の建築確認検査機関の建

築主事等の確認を受けます。�

　一方、６０ｍを超える建築物の場合

には、時刻歴計算に基づく特別な検証

法（地震応答計算）により安全性の検

証を行います。免震建物の多くも時刻

歴計算を用いています。この場合には、

（財）日本建築センターなどの指定性

能評価機関において有識者が性能評価

を行い、その結果を受けて国土交通大

臣が認定（大臣認定）を行います。�

　ちなみに、我が国には、約５，０００万

戸の住宅と、３５０万棟程度の非住家建

物が存在すると言われています。住宅

の約半数は共同住宅ですから、国内の

建築物数は３，０００万棟程度だと思われ

ます。これに対し、高層建物は約２，５００

棟、時刻歴応答計算により設計された

免震建物は約１，５００棟です。すなわち、

時刻歴計算を行った建物は、我が国の

建物総数の１万分の１と言うことにな

ります。�

　一年間に時刻歴計算で検証されてい

る高層建物・免震建物は３００棟程度です。

年間の新築建物は４０～５０万棟だと思

われますので、時刻歴計算をしている

新築建物は、全建物に対して０．１％、

非住家建物に対して１％のオーダーに

なります。地震動を直接設計に利用す

る建物は決して多くはありません。�

�

時刻歴計算に基づく�
耐震安全性の検証と�
地震調査研究推進本部の�
活動成果�
�
　時刻歴計算に用いる地震動は、平成

１２年建設省告示第１４６１号に規定され

ています。告示には、減衰定数５％の

加速度応答スペクトル（告示スペクト

ル）が定められていて、これに適合す

る模擬地震波（告示波）を作成します。

ただし、「敷地の周辺における断層、

震源からの距離その他地震動に対する

影響及び建築物への効果を適切に考慮

して定める場合においては、この限り

でない」とも記されており、建設地の

特性を考慮して作成した地震動（サイ

ト波）の利用も許容されています。�

　性能評価は、各指定性能評価機関が

定めた時刻歴応答解析建築物性能評価

業務方法書に基づいて行われます。こ

こには、入力地震動として、３種類以

上の模擬地震波と、３波の観測地震波

を採用することが記されています。模

擬地震波として告示波とサイト波のい

ずれを採用するかは設計者の判断とな

りますが、多くの場合、告示波３波が

用いられています。�

　告示波の策定には、位相特性として

乱数位相や、観測地震波の位相を用い

ます。一般には、乱数位相と、遠距離

と近距離の２つの地震の観測地震波の

位相（例えば１９６８年十勝沖地震・八

戸港湾のNS方向の記録と１９９５年兵

庫県南部地震・神戸海洋気象台のNS

方向の記録）が用いられています。告

示スペクトルは、解放工学的基盤で規

定されていますので、地盤の地震応答

解析により表層の応答増幅効果を反映

します。この際に、表層地盤の非線形

性を考慮するのが一般的です。�

　観測地震波としては、１９４０年イン

ペリアルバレー地震・エルセントロで

のNS方向、１９５２年カーンカウンテ

ィ地震・タフトでのEW方向、１９６８

年十勝沖地震・八戸港湾でのNS方向

の３つの観測波の採用が慣例となって

おり、「極めて稀な地震動」の場合は、

最大速度振幅を０．５m/sに基準化して

用いています。これらの波は異なるス

ペクトル特性を持っていますので、３

波を併用することで、幅広い周期範囲

で山谷の少ないスペクトル特性の検討

ができます。ただし、３波に共通して

周期２秒前後にスペクトルの谷がある

ため、固有周期２秒前後の高層建物が

多く作られた時期もあります。このこ

とは、理想化したモデルで計算した谷

の存在する理論地震動の扱いにくさと

も関連します。�

　サイト波としては、国（中央防災会

議など）や自治体（大阪府など）で作

られた地震動や、地域の標準的な地震

動（愛知県設計用入力地震動研究協議

会など）を用いる場合と、建物毎に予

測する場合があります。強震動予測に

は、震源破壊過程や距離減衰を踏まえ

た応答スペクトルを用いる方法、経験

的グリーン関数法、統計的グリーン関

数法、波数積分法、有限差分法などを

単独あるいは組み合わせて用いていま

す。まさしく、地震本部の成果が直接

的に生かされる場です。�

　強震動予測に当っては、設計で想定

すべき地震の選定、震源のモデル化、

伝播経路のモデル化、堆積平野の深部

地下構造や表層地盤のモデル化、予測

結果の検証などが必要になります。想

定地震の選定の際には、地震の長期評

価結果を参考に、地震発生確率と建物

の供用期間・重要度を踏まえて判断し

ます。震源のモデル化の際には、活断

層調査結果などを調べたり、過去の地

震の震源の諸元を参考にします。地盤

　地震調査研究推進本部により提

供されている様々な成果は、建築

物の耐震設計において、有用な情

報として活かされています。本稿

では、建築物の耐震工学を教育・

研究する立場で、建築耐震設計に

おける成果の活用について考えて

みることにします。�

福和　伸夫（ふくわ・のぶお）氏�
名古屋大学大学院環境学研究科副研究科長。
専門は建築構造・地震工学。名古屋大学大学
院修了後、民間建設会社を経て、名古屋大学
に異動。地盤―構造物の振動挙動に関する教
育・研究を行う傍ら、地域での減災活動を実
践。昨年、地域連携の減災活動に対し、地域
の人たちと共に日本災害情報学会廣井賞と日
本耐震グランプリを受賞。�

図１�震度増分・深部地盤の周期・地震動�
予測地図と各種の指標との関係�
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現
在�
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景�
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世
絵�

地
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面
図�
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在
地
図�
江
戸
古
地
図�

関
東
地
震
震
度
分
布�

標
高
図�

＊黒線は鉄道路線、赤は東証一部・黄は二部上場会社本社�
　背景はデジタル標高（赤が標高高く、青が低い）�
�

名古屋�大阪�

東京�

モデルは、堆積平野の地下構造調査や

当該地盤の地盤調査結果などに基づい

て作成します。その際に、K-NETや

KiK-netの観測記録によりサイトの周

期特性の確認を行うこともあります。

とくに、建設地近傍に観測点があり、

想定地震の震源域での中小地震の記録

が存在する場合には、経験的グリーン

関数法が有用になります。最後に、地

震動の評価結果の検証には、地震動予

測地図やハザードマップなどを参照し

ます。このように、予測結果よりは、

地震動予測地図の作成に用いた基礎デ

ータや技術資料が設計で役立てられて

います。�

�

社会の現状と�
調査結果の�
より有効な活用�
�
　大規模な建築物の設計ができる一級

建築士の登録者数は３２９，５０８人（２００８

年３月時点）です。このうち、一定規

模以上の建築物の構造設計ができる構

造設計一級建築士は８，２６３人（２００９年

１１月時点）です。また、日本建築構

造技術者協会が認定した建築構造士は

２，６８８人（２００９年９月時点）います。

この中で、高層建物や免震建物などの

耐震設計に携わっている技術者は数百

人程度だと思われます。すなわち、地

震動の直接の利用者は、建築士の千人

に一人程度だと言うことです。�

　我が国では、総人口１２，７００万人の

うち、東京・大阪・名古屋の５０キロ

圏に、３，１００万人・１，７００万人・９００万

人が住んでおり、国土の５％程度の地

域に国民の約半数が居住し、全てがこ

こに集中しています。高層建物を例に

すると、約２，５００棟のうち約１，１００棟

が東京都内に建設され、高層建物の構

造設計者も東京に集中しています。例

えば、建築構造士約２，７００人のうち約

１，１００人が東京に居ます。しかし、大

都市圏は、大規模堆積平野に立地し、

長周期で揺れやすく、沖積低地での表

層地盤の地震動増幅も大きくなります。

この様子を図示したのが図１です。�

　図中には、地震本部による確率論的

地震動予測地図（今後３０年間に震度

６弱以上の揺れに見舞われる確率）、

工学的基盤に対する地表の震度増分、

中央防災会議の中部圏・近畿圏の内陸

地震に関する検討による深部地盤の固

有周期分布を示しています。これと対

比して、都道府県別の人口密度、単位

面積当たりの県内総生産、住宅数、建

築構造士人数、昭和５６年以前の公立

小中学校建物の耐震化率、地震保険世

帯加入率を示しています。また、図２

には、各都道府県の、人口、県内総生

産、高層建物、免震建物、構造設計一

級建築士、建築構造士の全国割合を示

しています。�

　図から、三大都市圏、中でも首都圏

への集中が良く分かります。県内総生

産と構造設計一級建築士の分布はほぼ

相似で、技術者数は経済規模によるこ

と、高層建物や免震建物はさらに大都

市に集中し、高層建物分布と建築構造

士分布は相似なことが分かります。ま

た、地震動予測地図の確率分布と小中

学校の耐震化率や地震保険契約数とが

よく対応しており、地震本部の成果が

一般市民の防災意識向上に極めて大き

な役割を果たしてきたことが分かりま

す。�

　図３は、デジタル標高地図の上に東

証一部・二部上場会社の本社位置と鉄

道路線図を示しています。図から、軟

弱な地盤上に重要施設が集中して立地

していること、鉄道の路線は明治期の

市街地を避ける形で敷設されているこ

とが分かります。これらのことから、

大都市圏内の表層地盤の増幅特性や、

やや長周期域の卓越周期の解像度の向

上の重要性が良く分かります。�

　表層地盤の重要性を実感するために、

１５０年前に広重が描いた江戸名所百景

に着目し、図４に、日比谷を通る東西

断面上に、浮世絵地点の写真・浮世絵・

微動H/Vスペクトルを、東京都土木

局の地質断面図・現在の地図・江戸切

絵図・デジタル標高地図・武村氏によ

り推定された関東地震の震度分布と一

緒に示します。図から、地形改変や土

地利用の変化、表層や地盤

震動特性の局所的な変化と

震度分布との対応などが見

てとれます。このことは、

都心部での局所的な表層地

盤の変化の大きさと、生活

圏に近い場所での地盤調査

データの蓄積の必要性を示

していると言えます。�

　すなわち、地震本部の成

果を、工学や一般社会にさ

らに役立てるには、都市域

の生活圏に近い位置での調

査を重点的に進めること、

調査結果の利用者である構

造技術者の量と質の拡大を

図ること、直接的な工学利

用に加え国民や社会を防災

行動に誘導するために社会

の欲する形で情報を提供す

ること、などの重要性が指

摘できます。今後のより素

晴らしい成果の活用を期待

します。�図３�デジタル標高と東証一部・二部上場会社本社位置、鉄道路線図�

図４�日比谷を通る江戸名所百景描画地点東西断面の現在写真・浮世絵・H／Vスペクトルと地質断面・現在地図・江戸切絵図・デジタル標高・関東
地震予測震度（微動H/Vスペクトルのピークは、地盤の卓越振動数を表現すると考えられています。）�

図２�人口・県内総生産・高層建物・免震建物・構造設計一級建築士・建築構造士の全国割合�
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図１　海底地殻変動観測の概念図� 図２　海底基準局�

図４�2009年8月11日の駿河湾の地震（M6.5）
の震央と「東海沖1」海底基準点の位置�

図５�「東海沖1」海底基準点における臨時観
測結果（　は臨時観測結果を示す）�

図３�「宮城沖2」海底基準点における海底地殻変動観測結果�

GPS陸上基準局�

海底基準局�
大陸プレート�

プレート境界� 海洋プレート�

海溝�

測量船�

音響測距�

GPS衛星�

キネマティック�
GPS測位�

東海地震�
（想定）�

東海沖 1東海沖 1

★�★�
★�★�

2009/8/11�
駿河湾の地震（M6.5）�

★�★�

臨時観測�
（速報暦）�

臨時観測�
（速報暦）�

2004年9月5日�
紀伊半島南東沖地震�
（M7.4、M6.9）�

2009年8月11日�
駿河湾の地震�
（M6.5）�

「東海沖 1」海底基準点�

2005年8月16日�
宮城県沖の地震（M7.2）�

A. 2005年宮城県沖の地震（M7.2）に�
　 伴う地殻変動�

2005年8月16日の宮城県沖の地震（M7.2）に�
より、東に約10cm移動【ひずみの解消】� 2007年頃から、西北西向きに移動開始�

【ひずみの蓄積】�

「宮城沖2」海底基準点�

B. 太平洋プレートの沈み込みに伴う�
　 地殻変動（ユーラシアプレート固定）�

観測値� モデル値�

国土地理院断層国土地理院断層モデル�

2005/8/16�
（M7.2M7.2）�

宮城沖宮城沖２�
宮城沖宮城沖１�

国土地理院断層モデル�

2005/8/16�
（M7.2）�

宮城沖２�
宮城沖１�

観測値（約10cm）�

東�

西�

北�

南�

(m)

(m)

地震前� 余効変動� ひずみの蓄積開始�

東西成分�

南北成分�

6.5cm/年�

宮城沖宮城沖２�宮城沖宮城沖１�宮城沖２�宮城沖１�

福島沖福島沖�

3.1cm/年�

7.3cm/7.3cm/年�

約10cm/年�福島沖�

3.1cm/年�

7.3cm/年�

約10cm/年�

太平洋プレート�

東�

西�

北�

南�2004/9/5（M7.4）�2004/9/5（M7.4）�

2004/9/5（M6.9）�

西向きに�
6cm/年�

北向きに�
2cm/年�

震調査研究推進本部の地震調

査委員会による海溝型地震の

長期評価では、今後３０年以内の地震

の発生確率（平成２１年１月１日現在）が、

宮城県沖地震（M７．５前後）９９％、東

海地震（M８程度）８７％（参考値）、

東南海地震（M８．１前後）６０～７０％、

南海地震（M８．４前後）５０～６０％と推

定されています。これらの地震の想定

震源域の大部分は海域にあるので、将

来発生する巨大地震の被害を低減する

ためには、より震源域に近い海域で地

震や地殻変動のモニタリングを行うこ

とが重要です。�

　海上保安庁では、海溝型地震の震源

域直上で地殻変動をモニターするため、

東京大学生産技術研究所の技術協力の

下、GPS ／音響測距結合方式によ

る海底地殻変動観測を行っています。

ここでは、海底地殻変動観測で捉えた

２００５年８月１６日の宮城県沖の地震（M

７．２）後の海底の動きと２００９年８月１１

日の駿河湾の地震（M６．５）後の臨時

観測結果について報告します。�

�

�

�

�

�

底地殻変動観測の概念図を図１

に示します。海底地殻変動観測

は、時々刻々と変化する船の位置を求

める「キネマティックGPS（KGPS）

観測」と、船と海底に設置した海底基

準局（図２）との間の距離を音波で測

る「音響測距観測」を組み合わせ、海

底基準局の位置をセンチメートルの精

度で測るという観測で、この観測を継

続的に行うことにより海底の動きをモ

ニターしています。�

　現在までに三陸沖から室戸岬沖にか

けての太平洋側の海域に約１００km間

隔で海底基準点を展開し、測量船によ

る繰り返し観測を行っています。�

�

�

�

�

�

年８月１６日、宮城県沖

の海底下でM７．２の地

震が発生しました。この地震は、前回

１９７８年に発生した宮城県沖地震（M

７．４）の破壊域の南東側の一部が破壊

したことによるもので、他の部分は現

在もひずみを蓄積したまま残っている

と考えられています。�

　海上保安庁では、宮城県沖に２つの

観測点を設置し、海底地殻変動観測を

行っています。金華山沖約１２０kmに

位置する「宮城沖１」海底基準点と、

金華山沖約７０km、「宮城沖１」海底

基準点の西方約５０kmに位置する「宮

城沖２」海底基準点です。２００５年の

宮城県沖の地震は、偶然にも「宮城沖

２」海底基準点のすぐ近傍（西方約１０

km）で発生したため、同基準点で地

震に伴う地殻変動を捉えることができ

ました。�

　図３（中央）に、「宮城沖２」海底基

準点の水平位置の時系列を示します。

時系列から「宮城沖２」海底基準点の

動きとして次の３つの段階があること

がわかります。�

①２００５年の宮城県の地震前後（図３-

A）�

　２００５年の地震の前後２回ずつの水

平位置の平均の差から、「宮城沖２」

海底基準点が同地震に伴って東向きに

約１０cm動いたことが分かりました（図

３-A）。この動きは、地震によりそれ

まで蓄積されていたひずみが開放され

たことを示しており、陸上のGPSか

ら推定された国土地理院の断層モデル

と方向、大きさともに大変調和的です。�

②地震後～２００６年末頃�

③２００６年末～現在（図３-B）�

　図３の時系列から、地震後から２００

６年末頃までは特に目立った動きがなく、

その後西向きに移動し始めたことが分

かります。これは、２００６年末頃までこ

の地震による余効変動が続き、２００７

年頃から再び太平洋プレートの沈み込

みによるひずみの蓄積が始まったこと

を示唆していると考えられます。２００

６年１２月以降の水平位置座標から移動

速度を求めると、ユーラシアプレート

に対して西北西に年間約６．５cmとい

う速度が得られました（図３-B）。�

　ひずみの解消から余効変動を経て、

再びひずみの蓄積開始に至る一連の過

程を海底の動きとして捉えたのは世界

でも初めての事例です。�

�

�

�

�

�

年８月１１日午前５時７分、

駿河湾でM６．５の地震

が発生しました。�

　海上保安庁では、測量船の行動計画

を一部変更し、同年８月１７日に震源

に最も近い「東海沖１」海底基準点（震

央から約８０km）において臨時に海底

地殻変動観測を行いました。�

　同地震の震央と「東海沖１」海底基

準点の位置を図４に、臨時観測の結果

を図５に示します。臨時観測の結果、

地震によると考えられる顕著な地殻変

動は検出されませんでした。�

　今回の臨時観測では、特段の動きは

見られませんでしたが、この臨時観測

にはもう一つ重要な意味があります。

それは、観測データの取得から解析結

果の導出までに要した日数が約１０日

間だったということです。今回のよう

な臨時観測では、迅速に観測結果を導

出し、報告する必要があります。そこ

で、今回はGPSの軌道情報として、

３週間後に提供される「精密暦」では

なく１７時間後に提供される「速報暦」

を使用して海底基準局の位置を求めま

した。図５に示した結果は、速報暦に

よる結果です。なお、その後、精密暦

で再解析を行いましたが、速報暦と精

密暦による海底基準局の位置の差は１

mm未満でした。�

　このことは、海底地殻変動観測にお

いても「速報暦」が暫定結果の導出に

有効だということを意味しており、今

後、機動的に観測する必要が生じた際

にも、速報暦を使用することにより迅

速に海域の地殻変動観測結果を地震調

査委員会等に提出することができると

期待されます。�

　海上保安庁では、今後も更なる観測

技術の高度化を進めつつ、継続的に海

底地殻変動観測を行い、将来発生する

プレート境界地震のためのモニタリン

グに貢献していきます。�

�

地�

海�

２００５� ２００９�

GPS／音響測距結合方式による海底地殻変動観測の最新結果�

２００５年宮城県沖の地震後の海底の動きと�
２００９年駿河湾の地震後の臨時観測結果�

はじめに�
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２００５年８月１６日�
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後の海底の動き�

２００９年８月１１日�
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後の臨時観測結果�

佐藤　まりこ（さとう・まりこ）氏�
海上保安庁海洋情報部技術・国際課海洋研究
室主任研究官。2000年東京工業大学大学院理
工学研究科修士過程修了。同年、海上保安庁
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